










視覚障害者の雇用拡大のための支援施策について 

－求職視覚障害者の実態と意識を中心に－ 
 

○河村 恵子(障害者職業総合センター事業主支援部門 研究員) 

平川 政利・指田 忠司・沖山 稚子(障害者職業総合センター事業主支援部門)  
  
１   はじめに  

 平成19年度のハローワークにおける視覚障害

者の職業別就職件数については1)、専門的・技術

的職業(あん摩･鍼･灸･マッサージ(以下｢あはき

業｣という。)、ヘルスキーパー、機能訓練指導員、

理学療法士等)が55.5％を占め(重度では75.9％)、

かつその大部分が｢あはき業｣への就職となってい

る。一方、事務的職業への就職率は15.2％を占め、

視覚障害者の情報処理能力に対する支援技術の開

発に伴い、今後事務系職種を中心とした新たな職

域の可能性も期待されるところである。 

 こうした状況を踏まえ、当センターでは、｢視

覚障害者の雇用拡大のための支援施策に関する研

究｣に取り組んでいる。本報告では、この研究の

一環として行った、ハローワークにおける求職視

覚障害者の求職活動実態や就職に対する意識調査

をとおし、視覚障害者の雇用拡大に係る課題を見

出し、具体的な支援方策について検討を行う。 

 

２ 方法  

（１） 調査対象者 

 全国のハローワークの職業相談・職業紹介窓

口に訪れた求職視覚障害者に対し、ハローワーク

担当者より、調査の趣旨説明及び協力依頼を行っ

ていただき、承諾が得られた方を調査対象者とし

た。 

（２） 手順  

調査協力へ承諾が得られた方について、ハロー

ワーク担当者より、研究担当者へ電話にて紹介い

ただいた。おって研究担当者より対象者へ連絡を

し、調査日時の調整、その後電話による聴き取り

調査を実施した(所要時間平均20～30分程度)。調

査実施後は、ハローワーク担当者へ調査終了の報

告を行った。 

（３） 実施期間  

 ハローワークによる調査協力者募集期間は、

平成20年4月1日～4月30日、研究担当者による調

査期間は、同年4月1日～5月中旬までとした。 

（４） 調査内容  

 イ プロフィール 

  ：属性、障害状況、学習歴、既得資格等 

ロ 基本的生活状況 

  ：移動能力、コミュニケーション媒体、健康

管理、収入の有無とその金額等 

ハ ハローワーク利用状況と就職に対する希望 

  ：求職登録時期、紹介事業所件数、仕事経験、

希望職種とその理由、希望労働条件、就労支

援への希望、職場での配慮事項への希望、就

労支援機関に望むこと(自由回答)等 

 

３ 結果及び考察  

（１） 実施状況と対象者の属性  

 全国のハローワーク担当者に窓口で働きかけて

いただいた人数は464名、そのうち承諾が得られ

た人数は193名、電話によるアンケート調査を実

施したのは173名であった(実施率37.3％)。 

属性については以下のとおりである。 

イ 性別及び年齢 

全対象者のうち、男性は 117 名(67.6％)、女性

は 56 名(32.4％)であった。 

年齢構成は、60 歳以上が 33 名 (19.1％)、50

代 50 名 (28.9％)、40 代 37 名(21.4％)、30 代

29 名(16.8％)、20 代 22 名(12.7％)、19 歳以下

は 2 名(1.2％)となっている。 

ロ 障害状況 

等級別には、1 級 48 名(27.7％)、2 級 66 名

(38.2％)、3 級 13 名(7.5％)、4 級 15 名(8.7％)、

5 級 23 名(13.3％)、6 級 8 名(4.6％)であった。

生活上の視力(左右の視力のうち高い方)別には、

0～0.01 未満 30 名(17.3％)、0.01～0.3 未満 104

名(60.1％)、0.3～0.7 未満 27 名(15.6％)、0.7

～1.0 未満 6 名(3.5％)、1.0 以上 5 名(2.9％)で

あった(無回答 1 名)。そのうち、全盲者(視力 0

及び光覚、手動弁、指数弁を含む)30 名(17.3％)、

弱視者 142 名(82.1％)となっている(無回答 1 名)。 

ハ 資格の保有 

あはき関係の資格のみある者は 65 名(37.6％)、

あはき関係の資格とそれ以外の資格がある者は

13 名(7.5％)、あはき関係以外の資格のみある者

は 43 名(24.9％)、資格のない者は 43 名(24.9％)

であった。 

ニ 文字情報の処理方法 

最もよく用いる文字情報の処理方法別にみると、

墨字関係の処理を行う者(墨字(ルーペ使用を含

む)、拡大文字、拡大読書器)は 125 名(72.3％)と

大半を占めていた。以下、テープ・MD・CD 等の

録音媒体 14 人(8.1％)、読み上げソフト 13 人

(7.5％)、点字 12 人(6.9％)の順となった。なお、 



表 1 見え方の程度と希望職種との関係
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全盲 40.0(12) 0.0(0) 13.3(4) 6.7(2) 3.3(1) 0.0(0) 13.3(4) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 3.3(1) 0.0(0) 6.7(2) 6.7(2) 6.7(2) 100(30)
弱視 23.9(34) 2.1(3) 14.1(20) 1.4(2) 3.5(5) 1.4(2) 9.2(13) 2.8(4) 7.7(11) 7.7(11) 0.0(0) 0.0(0) 0.7(1) 1.4(2) 0.0(0) 15.5(22) 1.4(2) 7.0(10) 100(142)
不明 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 100(1) 100(1)
計 26.6(46) 1.7(3) 13.9(24) 2.3(4) 3.5(6) 1.2(2) 9.8(17) 2.3(4) 6.4(11) 6.4(11) 0.0(0) 0.0(0) 0.6(1) 1.7(3) 0.0(0) 13.9(24) 2.3(4) 7.5(13) 100(173)

希望職種 （第1希望）

表中単位は％(人)、以下同様 

表２ 資格の有無と希望職種との関係
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あはき関係の資格のみ 66.2(43) 3.1(2) 21.5(14) 0.0(0) 1.5(1) 0.0(0) 3.1(2) 0.0(0) 1.5(1) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 1.5(1) 0.0(0) 1.5(1) 0.0(0) 0.0(0) 100(65)
あはき関係の資格とそれ以外の資格 23.1(3) 0.0(0) 46.2(6) 23.1(3) 7.7(1) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 100(13)
あはき関係以外の資格のみ 0.0(0) 1.9(1) 0.0(0) 1.9(1) 5.8(3) 3.8(2) 19.2(10) 3.8(2) 13.5(7) 7.7(4) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 3.8(2) 0.0(0) 23.1(12) 1.9(1) 13.5(7) 100(52)
なし 0.0(0) 0.0(0) 9.3(4) 0.0(0) 2.3(1) 0.0(0) 11.6(5) 4.7(2) 7.0(3) 16.3(7) 0.0(0) 0.0(0) 2.3(1) 0.0(0) 0.0(0) 25.6(11) 7.0(3) 14.0(6) 100(43)
計 26.6(46) 1.7(3) 13.9(24) 2.3(4) 3.5(6) 1.2(2) 9.8(17) 2.3(4) 6.4(11) 6.4(11) 0.0(0) 0.0(0) 0.6(1) 1.7(3) 0.0(0) 13.9(24) 2.3(4) 7.5(13) 100(173)

希望職種(第1希望)

約半数の視覚障害者にとっては拡大読書器を含め

機器の活用が必要な状況であった。 

（２） 雇用機会の拡大に向けて  

イ 希望職種の傾向から 

まずは、全盲と弱視との違いにより結果の整理

を行ったところ(表1)、全盲者の希望職種につい

ては、｢あはき業として治療院や病院に勤務｣が12

名(40.0％)、｢あはき資格を活かした職種｣が4名

(13.3％)となっており、あはき業での就職希望者

が全体の半数以上を占めている。また、「事務系

職種」を希望する者が4名(13.3％)おり、視覚障

害者のための情報処理技術の発達に伴い、事務系

職種での就職ニーズが高まりをみせている状況が

窺える。弱視者の場合は、｢あはき業として治療

院や病院に勤務｣が34名(23.9％)、｢あはき資格を

活かした職種｣が20名(14.1％)と、やはりあはき

業での就職希望者が最も多いが、割合は全盲者を

下回った。次いで多いのは、｢事務系職種｣(13名、

9.2％)、その他、｢サービス関係職種｣及び｢生産

工程･労務｣が共に11名(7.7％)を占め、全盲者に

比して職種の散らばりが目立つ。 

次に、あはき資格の有無による希望職種の違い

を表2に示す。あはき関係の資格を有している者

については、｢あはき業として治療院や病院に勤

務｣、｢あはき業として自営業｣、｢あはき資格を活

かした職種｣の希望者が合わせて68名(87.2％)と

大半を占めている。あはき関係以外の資格を有し

ている者はあはき関係資格を有している者に比し

て｢事務系職種(10名、19.2％)｣、｢サービス関係

職種(7名、13.5％)｣を希望する者が多く、いずれ

の資格も持たない者については｢生産工程・労務｣

が7名(16.3％)と最も多い結果であった。 

なお、障害程度と資格の有無の関係をみると全

盲者の場合、あはき関係の資格取得者が22名

(73.4％)、弱視者の場合あはき関係の資格未取得

者が86名(60.6％)（そのうち何の資格も取得して

いない者は38名(26.8％)）という結果であり、あ

はき資格を有さない弱視者の多い実態が窺える

(表3)。 

表３  資格の有無と見え方の関係  
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全　  盲 66.7(20) 6.7(2) 10.0(3) 16.7(5) 100.0(30)

弱 　 視 31.7(45) 7.7(11) 33.8(48) 26.8(38) 100.0(142)

不 　 明 0.0(0) 0.0(0) 100.0(1) 100.0(0) 100.0(1)

計 37.6(65) 7.5(13) 30.1(52) 24.9(43) 100.0(173)

資格の有無

次に、文字処理方法の違いによる希望職種の傾

向についてみてみると(表４)、点字、録音媒体、

読み上げソフト等、文字処理において機器を用い

る場合、「あはき業として治療院や病院に勤務」

への希望が最も多く、それ以外でも｢あはき資格

を活かした職種｣を希望する者が多い。一方、墨

字及び拡大文字による処理を行う者の場合はあは

き業以外にも、｢事務系職種｣、｢サービス関係職

種｣、｢生産工程・労務｣等を選択する者が多い。

拡大読書器を使用する者は、あはき業を希望する

者と事務系職種を希望する者とに概ね二分化され

る結果となった。 

晴眼者のあはき業への進出は年々増加してきて

おり、視覚障害者の職域を圧迫してきている状況

が問題視されている。本調査においてもあはき業

での就職を希望する者は多く、こうした分野での

雇用の場の確保及び拡大は今後の重要な課題とな

るであろう。また、事務系職種への実際の就職件

数が増加傾向にあることからも、こうした分野に

おける雇用事例の蓄積は今後さらに重要になって

くるのではないだろうか。その他、本調査で見ら

れた傾向として、専門的スキルを必要としない職

種を希望する者の多さや、どの職種にも属さない



表４ 文字処理方法と希望職種との関係
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墨字 20.0(19) 3.2(3) 11.6(11) 1.1(1) 3.2(3) 1.1(1) 9.5(9) 4.2(4) 9.5(9) 8.4(8) 0.0(0) 0.0(0) 1.1(1) 2.1(2) 0.0(0) 16.8(16) 1.1(1) 7.4(7) 100.0(95)
拡大文字 16.7(2) 0.0(0) 8.3(1) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 16.7(2) 0.0(0) 8.3(1) 16.7(2) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 25.0(3) 8.3(1) 0.0(0) 100.0(12)
拡大読書器 31.6(6) 0.0(0) 26.3(5) 10.5(2) 5.3(1) 0.0(0) 15.8(3) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 10.5(2) 100.0(19)
点字 72.7(8) 0.0(0) 18.2(2) 0.0(0) 9.1(1) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 100.0(11)
録音媒体 30.8(4) 0.0(0) 7.7(1) 0.0(0) 7.7(1) 0.0(0) 15.4(2) 0.0(0) 7.7(1) 7.7(1) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 15.4(2) 7.7(1) 0.0(0) 100.0(13)
読み上げソフト 42.9(6) 0.0(0) 21.4(3) 0.0(0) 0.0(0) 7.1(1) 7.1(1) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 14.3(2) 7.1(1) 0.0(0) 100.0(14)
その他 11.1(1) 0.0(0) 11.1(1) 11.1(1) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 11.1(1) 0.0(0) 11.1(1) 0.0(0) 44.4(4) 100.0(9)
計 26.6(46) 1.7(3) 13.9(24) 2.3(4) 3.5(6) 1.2(2) 9.8(17) 2.3(4) 6.4(11) 6.4(11) 0.0(0) 0.0(0) 0.6(1) 1.7(3) 0.0(0) 13.9(24) 2.3(4) 7.5(13) 100.0(173)

希望職種 （第1希望）

「その他の職種」の中でも特に｢できることなら

何でもよい｣という回答者の多さが目立った。弱

視者やあはき資格を有していない視覚障害者の就

職においては、障害状況等を十分把握した上で、

多様な職域において就労の可能性を探っていく必

要もあるのではないだろうか。 

ロ 希望条件について  

ここで、ハローワークを訪れる求職視覚障害者

の就職希望条件(身分や賃金等)について整理した

い。働く際の身分については、正社員を希望する

者は 97 名(56.1％)、嘱託または契約社員(パート

タイムを含む)を希望する者は 53 名(30.6％)で

あった。身分にかかわらず、勤務時間については

122 名(70.5％)が 30 時間以上の通常勤務を希望

し、最低月収は 94 名(54.3％)が 10 万～20 万円

未満という結果であった。一方、平成 15 年度の

障害者雇用実態調査2)の結果では、週 30 時間以

上勤務する者の身体障害者の平均月収は 26 万 7

千円であり、在職者と求職者のギャップや視覚障

害者の就職活動の厳しさを感じさせる結果と言え

る。 

（３） 就労支援を展開するにあたって  

イ 企業に対する障害特性についての理解促進 

本調査において、どのような支援があれば就職

しやすくなると思うかを尋ねたところ、最も多

かったのは「会社に対する視覚障害者雇用の啓

発」及び「視覚障害者の働く事例などの情報提

供」であった(共に 28 人(16.2%))(図 1)。 

 後者については、本調査において、更なる雇用

機会の拡大が求められていることが明らかとなっ

たが、そのための取り組みをとおして求職視覚障

害者に対する適切な情報提供へつなげていくこと 

図１  就職に向けての支援ニーズ 

が重要な課題となろう。  

しかし、障害者雇用は当事者への支援のみで進

むものではなく、受け入れ側の企業に対するアプ

ローチも重要となってくる。企業側には視覚障害

についての情報不足、更にそこから生じる誤解や

偏見等も大いにあると推測される。これらの解消

のためには、視覚障害についての正確な知識と具

体的対応方法等について助言していくことが重要

である。一例として、視覚障害者を雇用するにあ

たっての懸念事項のひとつに、通勤や安全面への

不安が挙げられることが多い3)。本調査では、日

常生活における主な移動手段及び就職後に最も必

要とする配慮事項について聞き取りを行ったが、

移動手段については｢白杖や盲導犬を使わず、介

助者なしで単独歩行｣72 名(41.6％)、｢白杖や盲

導犬を利用｣42 名(24.3％)、｢単独歩行の他に自

転車も利用｣38 名(22.0％)、｢介助者の付き添い｣

19 名(11.0％)と、移動能力の高い者が多い傾向

が確認された。また、最も希望する配慮事項とし

ては、いずれの移動手段をとる場合も、｢通勤の

ための歩行訓練｣を挙げた者はわずかであった(全

調査対象者中 8 名(4.6％))。白杖や盲導犬を主た

る移動手段としている場合に限っても 42 名中 2

名にとどまり、当事者としては通勤に対する不安

は企業側ほど感じていないことが推測される。実

際の雇用事例から、当初企業側は安全面への不安

を抱いていたが、実際の本人の行動場面をみるこ

とで不安は払拭されているケースも多々聞かれて

いる。 

ロ 訓練機会の充実 

就職に向けての支援ニーズを聞き取る中では、

様々な訓練機会（｢いろいろな職種に関する教育･

訓練｣、｢より高度な教育・訓練｣、｢復職や職種転 
16.2%

16.2%

14.5%

12.1%

9.8%

8.7%

6.9%

5.2%

2.9%

2.3%

5.2%

会社に対する視覚障害者雇用の啓発

視覚障害者の働く事例などの情報提供

あはき師資格を活かした職場開拓

会社等における実務体験や職場実習

いろいろな職種に関する教育・訓練

視覚障害者が利用できる作業所や授産施設の充実

あはき師以外の事務職などの職場開拓

復職や職種転換のための教育・訓練

より高度な教育・訓練

その他

無回答

表５ 年齢別の就職に向けての支援ニーズ 
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計

19歳以下 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 50.0(1) 0.0(0) 50.0(1) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 100.0(2)
20～29歳 9.1(2) 4.5(1) 4.5(1) 13.6(3) 27.3(6) 9.1(2) 13.6(3) 13.6(3) 0.0(0) 0.0(0) 4.5(1) 100.0(22)
30～39歳 13.8(4) 6.9(2) 6.9(2) 6.9(2) 24.1(7) 3.4(1) 6.9(2) 17.2(5) 10.3(3) 0.0(0) 3.4(1) 100.0(29)
40～49歳 10.8(4) 0.0(0) 2.7(1) 13.5(5) 16.2(6) 13.5(5) 10.8(4) 21.6(8) 0.0(0) 2.7(1) 8.1(3) 100.0(37)
50～59歳 8.0(4) 2.0(1) 6.0(3) 12.0(6) 12.0(6) 22.0(11) 4.0(2) 8.0(4) 18.0(9) 2.0(1) 6.0(3) 100.0(50)
60歳

 
以上 9.1(3) 3.0(1) 6.1(2) 12.1(4) 9.1(3) 24.2(8) 3.0(1) 15.2(5) 9.1(3) 6.1(2) 3.0(1) 100.0(33)

計 9.8(17) 2.9(5) 5.2(9) 12.1(21) 16.2(28) 16.2(28) 6.9(12) 14.5(25) 8.7(15) 2.3(4) 5.2(9) 100.0(173)

最も希望する　支援



換のための教育・訓練｣）の充実を求める意見も

多く挙げられている。特に 20～30 歳代の視覚障

害者においてこうしたニーズが高い傾向にあった

(表 5)。障害の進行に伴う重度化や中途視覚障害

者の増加により、新たなスキルの習得により再就

職や継続就労を望む者も増加することが推測され

る。あはき資格の取得のための訓練はもちろん、

昨今の雇用状況の傾向及び視覚障害者への情報処

理能力に対する支援技術の開発を踏まえ、ICT 関

係のスキル習得のための訓練の重要性はさらに高

まるであろう。しかし、現時点でこうした訓練を

受けられる機会は十分とは言えない状況である。

障害者委託訓練の場を拡充する等、視覚障害者が

受講できる訓練機会の充実に向け取り組むととも

に、各教育・訓練施設においてこうしたスキルを

学べる機会を増やす等の工夫も必要ではないだろ

うか。また、自由回答においては、こうした訓練

においてはスキル習得だけでなく、ビジネスマ

ナーや対人対応スキルについて学べる機会も必要

であるとの声も聞かれた。訓練機会の拡大と併せ

て、訓練内容について工夫の余地がないかという

視点も大切になってくると思われる。 

ハ 支援機器の充実  

 就職時に希望する配慮や改善について聞き取り

を行ったところ、「仕事の効率を良くするための

人的支援」が 25 名(14.5％)と最も多く、次に｢仕

事の効率を良くするための支援機器の配備｣が 23

名(13.3％)であった(図 2)。 

図２  就職時に求める配慮事項 

ここで、支援機器の配備の必要性について検討

するため、文字情報の処理方法別に職場での希望

する配慮事項を整理したところ、特に、点字、録

音媒体、読み上げソフト利用者の場合、｢仕事の

効率を良くするための支援機器の配備｣に対する

ニーズが高い傾向がみられる(表 6)。特に、全盲

者が就職し職場定着を図るため、情報保障やコ

ミュニケーションの手段として機器の整備は重要

であり、就職の際には、就労支援関係者から、こ

うした点について企業へ理解が得られるよう各種

助成金等の支援制度の活用を含めて情報提供及び

アプローチを行う必要があると思われる。 

表６  文字情報処理別の就職時に求める配慮事項 
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形
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の
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そ
の
他
の
配
慮

特
に
な
い
等

計

墨字 3.2(3) 5.3(5) 7.4(7) 12.6(12) 11.6(11) 10.5(10) 14.7(14) 9.5(9) 11.6(11) 8.4(8) 5.3(5) 100.0(95) 
拡大文字 0.0(0) 0.0(0) 0.0(0) 25.0(3) 25.0(3) 16.7(2) 8.3(1) 0.0(0) 16.7(2) 0.0(0) 8.3(1) 100.0(12) 
拡大読書器 10.5(2) 5.3(1) 15.8(3) 10.5(2) 5.3(1) 21.1(4) 0.0(0) 10.5(2) 10.5(2) 0.0(0) 10.5(2) 100.0(19) 
点字 9.1(1) 0.0(0) 27.3(3) 9.1(1) 9.1(1) 9.1(1) 18.2(2) 9.1(1) 0.0(0) 9.1(1) 0.0(0) 100.0(11) 
録音媒体 0.0(0) 7.7(1) 23.1(3) 23.1(3) 0.0(0) 7.7(1) 7.7(1) 15.4(2) 7.7(1) 7.7(1) 0.0(0) 100.0(13) 
読み上げソフト 7.1(1) 7.1(1) 35.7(5) 21.4(3) 0.0(0) 14.3(2) 7.1(1) 0.0(0) 7.1(1) 0.0(0) 0.0(0) 100.0(14) 
その他 11.1(1) 11.1(1) 22.2(2) 11.1(1) 11.1(1) 0.0(0) 0.0(0) 11.1(1) 11.1(1) 11.1(1) 0.0(0) 100.0(9) 
計 4.6(8) 5.2(9) 13.3(23) 14.5(25) 9.8(17) 11.6(20) 11.0(19) 8.7(15) 10.4(18) 6.4(11) 4.6(8) 100.0(173) 

希望する配慮・改善　（第1希望）

 

４ 今後の課題  

（１） 雇用事例の蓄積  

視覚障害者の希望職種等に対するニーズの多様

性と昨今の雇用状況の変化等を踏まえ、職域確保

に向けた対策の検討とともに、職域拡大のための

積極的な職場開拓が必要であることが明らかと

なった。これを踏まえ、求職視覚障害者及び企業

への効果的な情報提供が行えるよう、今後更なる

雇用事例の蓄積を図る必要があると考える。 

（２） 支援機関の専門性の充実  

  本調査では、障害特性及び職場適応のための

企業へのアプローチの重要性が見出されたが、一

方で、“就労支援機関に望むこと”について自由

回答を求めると、就労支援関係者の障害特性につ

いての理解が不十分であること、視覚障害者の就

労についての情報が不足していることについて多

くの指摘があった。視覚障害を対象とした支援機

関が少ない現状も踏まえ、既存の就労支援機関に

おいて、更なる専門性の向上が望まれるのではな

いだろうか。 
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10.4%

9.8%

8.7%

5.2%

4.6%

6.4%

4.6%

2.3%

仕事の効率を良くするための人的支援

仕事の効率を良くするための支援機器の配備

職場の設備改善

通院時間の確保など医療上の配慮

在宅勤務などの勤務形態の配慮

職場における情報保障

短時間勤務などの勤務時間の配慮

通勤ルートの誘導設備の改善

通勤のための歩行訓練

その他の配慮

特にない等

無回答
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